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　各団体公務災害所管課等の長　様


　　　地方公務員災害補償基金広島県支部事務長
〒730-8511 広島市中区基町１０－５２　
広島県総務局福利課内


地方公務員災害補償法における常勤職員に準ずる非常勤職員の範囲についての一部を改正する件について（通知）


　このことについて、令和４年９月30日付けで地方公務員災害補償基金企画課長から別紙写しのとおり通知がありました。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【改正概要】
[bookmark: _GoBack]非常勤職員に対する地方公務員災害補償法（昭和42年法律第121号）の適用に当たっては、一定の要件を満たす者を常勤職員とみなすこととされているところ、その要件のうち常勤職員について定められている勤務時間以上勤務した日（以下「勤務日数」という。）について、一月間の勤務日数と要勤務日数（現行では18日以上）に差がない状況もあることから、一月間の日数（地方公共団体の休日（地方独立行政法人にあっては、地方独立行政法人の休日）を除く。）が20日未満の場合は、「18日」から「20日と当該日数との差に該当する日数」を減じた日数となるよう改める。

【例】
令和５年１月の場合、１か月間の日数が土日、祝日及び年末年始を除き、19日となり、20日未満であることから、基準となる勤務日数の18日から１日（20日－19日）を引いた17日を要勤務日数とする。
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